
 

福岡市宿泊事業者受入環境充実支援補助金交付要綱 
 
(通則) 
第１条 福岡市宿泊事業者受入環境充実支援補助金(以下「補助金」という。)の交付
については、福岡市補助金交付規則(昭和 44 年福岡市規則第 35 号)に定めるもの
のほか、この要綱に定めるところによる。 

 
(目的) 
第２条 この補助金は、国内外からの旅行者が安心して、安全かつ快適に過ごすことがで
きるよう、市内に宿泊施設を有する宿泊事業者(以下「事業者」という。)が講じる受入
環境の更なる充実に向けた取組みへの支援を目的とする。 

 
(補助事業) 
第３条 補助金の交付の対象となる事業(以下「補助事業」という。)は、事業者が実施す
る別表１に掲げるもののうち、第２条の目的に沿うものとして市長が必要と認めたものと
する。 

 
(補助事業者) 
第４条 補助事業を行う者(以下「補助事業者」という。)は、次の各号のいずれかの事業
を行う事業者で、福岡市宿泊税条例(令和元年福岡市条例第 28 号)第 12 条の規
定に基づき宿泊税に係る納入申告書を市長に提出している者とする。なお、本補助金
の交付対象事業者は公募により募集する。 
(1)旅館業法(昭和 23 年法律第 138 号)第２条第１項に規定する旅館業(同条に
規定する下宿営業を除く。) 

(2)住宅宿泊事業法(平成 29 年法律第 65 号)第２条第３項に規定する住宅宿泊
事業 

 
(補助対象経費) 
第５条 補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、別表１に
掲げるもののうち、市長が必要かつ適当と認めるものについて予算の範囲内において交付
する。 

２ 補助対象経費は、消費税及び地方消費税の額を含まず、国及び地方公共団体等
が実施する他の補助制度等により交付される補助金の額を除外して算定することとする。 

 
(補助金の額) 
第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内とし、補助上限額は、別表２に
掲げるとおりとする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に 1,000 円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てるものとする。 



 

(補助事業実施期間) 
第７条 補助事業を実施することができる期間は、第 10条に規定する交付決定の日から
市長が別に定める期日までとする。ただし、市長が特に認める場合は、この限りではない。 

 
(適用除外) 
第 8 条 市長は、補助金の交付を受けようとする補助事業者(以下「申請者」という。)が
福岡市の市税に係る徴収金(市税及び延滞金等)を滞納しているときは、この要綱に定
める他の規定にかかわらず、補助金を支給しないものとする。ただし、当該申請者が市税
に係る徴収猶予の特例制度の対象になっている場合においてはその限りではない。 

２ 市長は、福岡市暴力団排除条例の規定を準用し、本条に規定する排除措置を講じ
るものとし、前項の規定のほか、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、この要
綱に定める他の規定にかかわらず、補助金を交付しないものとする。 
(1)暴力団員であること。 
(2)法人若しくは団体の役員が暴力団員に該当する者であること。 
(3)暴力団又は暴力団員と密接な関係を有すること。 

３ 市長は、申請者が前項各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付を決定するこ
とができない。また、補助金の交付決定後に前項各号のいずれかに該当することが明らか
になったときには、交付決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

４ 市長は、暴力団の排除に関して福岡県警察へ照会・確認を行うため、申請者(法人
若しくは団体であるときは、その役員)の氏名(フリガナを付したもの)、生年月日、性別等
の個人情報の提出を求めることができる。 

 
(補助金の交付申請) 
第 9条 申請者は、市長が定める交付申請ができる期間（以下「申請期間」という。）に
おいて、福岡市宿泊事業者受入環境充実支援補助金交付申請書兼事業計画書
(様式第 1号)に、次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 
(1)事業収支計画書(様式第 1号別紙) 
(2)その他市長が必要と認める書類 

 
(補助金の交付決定等) 
第 10条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、当該申請書の内容を
審査の上、補助金を交付すべきものと認めたときは、その決定の内容及びこれに付した
条件を福岡市宿泊事業者受入環境充実支援補助金交付決定通知書(様式第 2
号)により申請者に通知するものとする。 

2 市長は、前項の場合において必要があるときは、補助金の交付の申請に係る事項につ
き修正を加えて補助金の交付決定をすることができる。 

3 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、同条中前項までの規定にか
かわらず補助金の不交付を決定し、福岡市宿泊事業者受入環境充実支援補助金不
交付決定通知書(様式第 3号)により申請者に通知するものとする。 



 

(1)補助事業を行う宿泊施設が補助金の交付決定の前に市外に移転、又は閉鎖した
とき。 

(2)補助金の交付申請が、同一の補助事業者において複数回認められたとき。 
(3)申請期間までに、交付決定に要する適用条件を満たさなかったとき。 
(4)第７条に定める補助事業実施期間までに補助事業を実施する見込みがなくなったと
き。 
(5)偽りその他不正な手段によって補助金の交付決定を受けようとしたとき。 
(6)公序良俗に反する行為が認められるとき。 
(7)日本の法令に違反したとき。 
(8)前各号に掲げるもののほか、補助金の交付決定が不適当と市長が認めるとき。 

 
(情報の利用) 
第 11条 市長は、申請者に係る情報について、当該申請者に対し同意を得ることにより、
補助金の審査に必要な範囲内において利用することができる。 

 
(申請の取下げ) 
第 12 条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助金の
交付決定後に交付申請を取り下げるときは、その旨を記載した書面を市長に提出しなけ
ればならない。 
また、交付決定前に申請を取り下げるときも、その旨を記載した書面を市長に提出す

るものとする。 
 
(補助事業の内容変更等) 
第 13条 交付決定者は、交付決定の通知を受けた後において、補助事業の内容を変更
する場合は、福岡市宿泊事業者受入環境充実支援補助金事業変更申請書（様式
第４号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

2 市長は、前項の規定による申請が承認すべきものと認めたときは、当該交付決定者にそ
の旨を福岡市宿泊事業者受入環境充実支援補助金変更決定通知書(様式第5号)
により通知するものとする。 

 
(補助事業の廃止) 
第 14 条 交付決定者は、交付決定の通知を受けた後において、補助事業を廃止する場
合は、福岡市宿泊事業者受入環境充実支援補助金事業廃止届出書(様式第 6 号）
を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

 
(関係書類の整備等) 
第 15 条 交付決定者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当
該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後
５年間保管しておかなければならない。 



 

2 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため、必要があるときは、前項の帳
簿及び証拠書類を検査することができる。 

 
(状況報告) 
第 16 条 市長は、補助事業の円滑な実行を図るため、必要に応じ、交付決定者に対し、
補助事業の遂行に関して報告を求めることができる。 

 
(補助事業の実績報告) 
第 17 条 交付決定者は、事業が完了したときは、福岡市宿泊事業者受入環境充実支
援補助金事業実績報告書(様式第 7 号)に、次の各号に掲げる事項を添えて市長に
報告しなければならない。 
(1) 事業収支報告書(様式第 7号別紙) 
(2) 領収書の写し 
(3) その他市長が必要と認める書類 

2 前項の報告については、補助事業が完了したときは当該完了した日から起算して１月
以内又は当該年度の３月 31日いずれか早い日までに行うものとする。 

 
(補助金の額の確定等) 
第 18 条 市長は、前条の実績報告を受けた場合、実績報告書等の書類の審査等によ
り、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件
に適合するものであるかどうかを確認し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額
を確定し、その旨を福岡市宿泊事業者受入環境充実支援補助金確定通知書(様式
第８号)により交付決定者に通知しなければならない。 

２ 前項の規定により交付すべき補助金の確定額は、補助対象経費の２分の１の額
(1,000円未満の端数は切捨て)又は交付決定した額の、いずれか低い額とする。 

 
(補助金の交付) 
第 19 条 補助金は、第 18 条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に交付
するものとする。 

 
(交付決定の取消し) 
第 20 条 第 10 条第 3 項第４号から第８号までの規定は、補助金の交付決定後にお
いても適用があるものとし、市長は、当該規定のいずれかに該当する場合には、補助金
の交付決定を取り消し、及び交付した補助金の全額又は一部を返還させることができる。 

 
(補助金の返還) 
第 21 条 市長は、前条により補助金の交付決定を取り消した場合において、すでに補助
金が交付されているときは、期限を定めて、補助金の当該取消しに係る額の返還を命じ
ることができる。 



 

(財産の管理及び処分) 
第 22 条 交付決定者は、補助事業が完了した後も、補助事業により取得し、又は効用
を増加した財産(以下「取得財産等」という。)を善良なる管理者の注意をもって管理す
るとともに、第２条の目的に従って、その効果的運用を図らなければならない。 

２ 交付決定者が、取得財産のうち、取得価額又は効用の増加額が単価 500,000 円
以上のものについて、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和40年大蔵省令
第 15 号)に定める資産ごとの耐用年数までに処分しようとするときは、あらかじめ財産処
分承認申請書(様式第 9号)を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 市長は、前項の承認をしようとする場合において、交付した補助金のうち前項の処分
時から財産処分制限期間が経過するまでの期間に相当する分を原則として返還させる
とともに、さらに、当該処分により交付決定者に利益が生じたときは、交付した補助金額
の範囲内で当該利益の全部又は一部を市に納付させることができる。 

 
(その他) 
第 23条 この要綱の施行に関し必要な事項については、市長が別に定める。 
 
附則 

(施行期日) 
１ この要綱は、令和２年 11月 11日から施行する。 
(期間) 
２ この要綱は、令和３年３月 31日をもって廃止する。ただし、令和３年３月 31日以
前に交付決定を行った補助事業については、この要綱を適用するものとする。 
なお、終期到来後の継続については、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来まで

に判断するものとする。 
 
附則 

(施行期日) 
１ この要綱は、令和 3年４月１日から施行する。 
(期間) 
２ この要綱は、令和７年 3月 31日をもって廃止する。ただし、令和７年３月 31日以
前に交付決定を行った補助事業については、この要綱を適用するものとする。 
なお、終期到来後の継続については、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来まで

に判断するものとする。 
 
附則 

(施行期日) 
この要綱は、令和３年 11月 17日から施行する。 
 
附則 



 

(施行期日) 
この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
 
附則 

(施行期日) 
この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
 
附則 

(施行期日) 
１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
(期間) 
２ この要綱は、令和 11 年 3 月 31 日をもって廃止する。ただし、令和 11 年３月 31
日以前に交付決定を行った補助事業については、この要綱を適用するものとする。 
なお、終期到来後の継続については、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来まで

に判断するものとする。 
 

 
 

 

  



 

〔別表１〕 補助事業及び補助対象経費等について 
 

補 助 事 業 補 助 対 象 経 費 
宿泊施設 が 取 り 組 む 
受 入 環 境 充 実 事 業 

利便性向上、おもてなし力向上、災害対応強化等に
要する費用 
 

・本体購入費 
・設置工賃 
・リース料、レンタル料 など 

 
 

通信費・電気代等のランニング経費は対象外とする。 
ただし、事業実施において新規かつ必須に発生する物品等に係るリース料、レンタル

料などの年間分として支払った経費については、本補助金の目的に合致するものであ
る場合、補助事業実施期間の日数に応じて、当該経費の額を按分(１円未満の端
数は四捨五入)し、補助対象経費として計上することができる。 

 

  



 

〔別表２〕 補助上限額について 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※1 一の補助事業者あたりの補助上限額は、上記のとおりとする。 
※2 一の補助事業者で、区分が異なる複数の施設で補助事業を実施する場合は、 
補助事業者がいずれか一方の区分を選択し、補助金の交付申請を行うものとす 
る。 

※3 客室数は、補助事業を実施する施設の交付申請時点における福岡市宿泊税 
条例(令和元年福岡市条例第 28号)第 15条の規定に基づき申告された客室 
数とする。 

※4 一の補助事業者で、同一区分の複数の施設で補助事業を実施する場合の客 
室数は、 当該補助事業を実施する施設の客室数を合算した客室数とする。 

（区分が異なる場合は客室数を合算しない。） 

 区分 客室数 補助 
上限額 

旅館業法 
（要綱第４条第１項 
第１号に定めるもの） 

1～29室 40万円 
30～39室 60万円 
40～49室 80万円 
50～59室 100万円 
60～69室 120万円 
70～79室 140万円 
80～89室 160万円 
90～99室 180万円 

100～109室 200万円 
110～119室 220万円 
120～129室 240万円 
130～139室 260万円 
140～149室 280万円 
150室以上 300万円 

住宅宿泊事業法 
（要綱第４条第１項 
第２号に定めるもの） 

一律 10万円 

 
 


